
【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の２第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成21年９月４日

【事業年度】 第37期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

【会社名】 日本システム技術株式会社

【英訳名】 Japan System Techniques Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長執行役員　　平林　武昭

【本店の所在の場所】 大阪市北区中之島二丁目２番７号

【電話番号】 ０６（４５６０）１０００（代）

【事務連絡者氏名】 取締役執行役員財務部長　　大門　紀章

【最寄りの連絡場所】 大阪市北区中之島二丁目２番７号

【電話番号】 ０６（４５６０）１０００（代）

【事務連絡者氏名】 取締役執行役員財務部長　　大門　紀章

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

EDINET提出書類

日本システム技術株式会社(E05236)

訂正有価証券報告書

1/3



　１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成21年６月22日に提出いたしました第37期（自　平成20年４月１日、至　平成21年３月31日）有価証券報告書の一

部に誤りがありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　２【訂正事項】

第一部　企業情報

　第２　事業の状況

　　４　事業等のリスク

　３【訂正箇所】

訂正箇所は＿を付して表示しております。

第一部【企業情報】

第２【事業の状況】

　４【事業等のリスク】

（訂正前）

　当社グループの経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には以下のものがあります。なお、文

中における将来に関する事項は有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

①～②　　＜省略＞

③　主要顧客への依存度に係るリスク

　当社グループにおいては、上位販売先への売上が占める割合は比較的高水準であり、当連結会計年度において

は売上高上位３社の連結売上高に占めるシェアが約18％、同じく上位５社では約25％となっております。従って、

この特定顧客への収益の集中は近年緩和傾向ではあるものの、依然主要顧客の受注状況並びに当該顧客の属

する業界等の環境変化によっては業績が大きく変動する可能性が考えられます。

最近２年間における主要販売先

平成20年３月期 平成21年３月期

販売先名
金額
（千円）

割合
（％）

販売先名
金額
（千円）

割合
（％）

ドコモ・システムズ㈱ 924,640 8.6 日本アイ・ビー・エム㈱ 742,017 7.1

パナソニックＭＳＥ㈱ 735,736 6.9 ドコモ・システムズ㈱ 673,741 6.4

日本アイ・ビー・エム㈱ 485,861 4.5 ＴＩＳ㈱ 442,896 4.2

㈱エヌ・ティ・ティ・データ・

　アウラ
464,139 4.3 富士通㈱ 396,553 3.8

富士通㈱ 391,113 3.7
エヌ・ティ・ティ・コムウェア

㈱
361,291 3.5

上記５社合計 3,001,491 28.0 上記５社合計 2,616,500 25.0

その他合計 7,703,550 72.0 その他合計 7,832,500 75.0

合計 10,705,042 100.0 合計 10,449,001 100.0

（注）パナソニックＭＳＥ㈱は、平成20年10月１日付けで㈱ＮＴＴデータと資本・業務提携し、㈱ＮＴＴデータＭＳ

Ｅに商号変更しております。

④～⑤　　＜省略＞

（訂正後）

　当社グループの経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には以下のものがあります。なお、文

中における将来に関する事項は有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

①～②　　＜省略＞

③　主要顧客への依存度に係るリスク

　当社グループにおいては、上位販売先への売上が占める割合は比較的高水準であり、当連結会計年度において

は売上高上位３社の連結売上高に占めるシェアが約18％、同じく上位５社では約25％となっております。従って、

この特定顧客への収益の集中は近年緩和傾向ではあるものの、依然主要顧客の受注状況並びに当該顧客の属

する業界等の環境変化によっては業績が大きく変動する可能性が考えられます。

最近２年間における主要販売先
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平成20年３月期 平成21年３月期

販売先名
金額
（千円）

割合
（％）

販売先名
金額
（千円）

割合
（％）

ドコモ・システムズ㈱ 924,640 8.6 日本アイ・ビー・エム㈱ 742,017 7.1

パナソニックＭＳＥ㈱ 735,736 6.9 ドコモ・システムズ㈱ 673,741 6.4

日本アイ・ビー・エム㈱ 485,861 4.5 ＴＩＳ㈱ 442,896 4.2

㈱エヌ・ティ・ティ・データ・

　アウラ
464,139 4.3 富士通㈱ 396,553 3.8

富士通㈱ 391,113 3.7 ＪＡ三井リース㈱ 339,248 3.3

上記５社合計 3,001,491 28.0 上記５社合計 2,594,457 24.8

その他合計 7,703,550 72.0 その他合計 7,854,543 75.2

合計 10,705,042 100.0 合計 10,449,001 100.0

（注）パナソニックＭＳＥ㈱は、平成20年10月１日付けで㈱ＮＴＴデータと資本・業務提携し、㈱ＮＴＴデータＭＳ

Ｅに商号変更しております。

④～⑤　　＜省略＞
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